
（平成２５年６月１２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件



九州（熊本）厚生年金 事案 4687    

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

３万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 36 年３月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年５月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年４月 13 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から３万 9,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資

格の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4688    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 42 年６月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から２万 4,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4689    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 42 年６月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から２万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4690    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 42 年６月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、昭和 62 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から２万 2,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4691    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 42 年６月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から２万 4,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4692    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 37 年３月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から３万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4693    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 42 年６月にＡ社に入社し、43 年４月に同社Ｃ事業部に異動し

たが、平成 13 年７月に退職するまで同社に継続して勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の回答及びＡ社発行の昭和 43

年５月 17 日付け社内報から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭

和 43 年４月１日にＡ社から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金保

険被保険者名簿における昭和 43 年２月の記録から１万 8,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を昭和 43 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（鹿児島）国民年金 事案 2651     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年６月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から平成元年３月まで  

私は、昭和 59 年４月に会社を退職し、同年５月にＡ町役場で、国民年金

の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料は妻が夫婦二人分を同町

役場の窓口で納付していたが、妻の年金記録には未納期間は無いのに、私

の申立期間の記録が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、昭和 59 年５月に国民年金の加入手続を行ったと申し立てている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期は、申立人の記

号番号の前後の被保険者記録から、平成元年４月以降と推認され、申立人に

対して別の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。

 また、オンライン記録により、申立人の国民年金被保険者資格の取得に係

る入力処理は、平成元年６月 26 日に行われていることが確認できることか

ら、当該入力処理時点では、申立期間のうち、昭和 59 年６月から 62 年３月

までの国民年金保険料は、時効により納付することができない。 

さらに、申立期間のうち、昭和 62 年４月から平成元年３月までの保険料は

過年度保険料として納付することとなるところ、申立人に係る申立期間の保

険料を納付したとする申立人の妻は、Ａ町役場の収入役室の窓口で納付した

と供述しているものの、同町は、当時、過年度保険料の収納を行っていな

かったと回答している。 

加えて、申立人及びその妻が、申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。

 

  

  

  



九州（長崎）国民年金 事案 2652 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年９月から 44 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 44年９月まで 

私の国民年金保険料は両親が私の分も合わせて納付していたはずである

ので、申立期間について未納とされていることに納得がいかない。 

申立期間について、国民年金の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している国民年金手帳は、昭和 44 年４月 19 日に発行されて

いることが確認でき、同年同月中であれば申立期間の保険料は現年度納付が可

能であるものの、当該手帳の申立期間に係る国民年金印紙検認記録欄には、現

年度納付が行われたことを示す検認印が押されていないことが確認できる。 

また、申立期間後の昭和 44 年 10 月から同年 12 月までの保険料は、国民年

金被保険者台帳により 47 年１月７日に過年度納付されていることが確認でき、

当該時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができなかったも

のと考えられる。 

さらに、申立期間について、申立人の両親が申立人の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は保険

料の納付に直接関与しておらず、実際に国民年金保険料を納付していたとする

母親は高齢で聴取が困難であり、父親は既に死亡しているため、保険料の納付

状況等に係る供述を得られない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2653 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60年 11月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年 11月から平成元年３月まで 

「ねんきん特別便」で国民年金保険料の納付記録を確認したところ、申

立期間が未加入期間とされていることが分かった。 

私の母親が、申立期間の保険料を納付書により金融機関で毎月納付した

ことは間違いないので、申立期間を保険料の納付済期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母親が昭和 60 年 11 月頃に申立人の国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているところ、申立人が所持する年金手帳には、初めて国民年金の

被保険者となった日が平成２年３月 21 日と記載されており、当該資格取得日

は、Ａ市の電算記録及びオンライン記録と一致している。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の記号番号に係る被保険者の

国民年金加入状況から判断すると、申立人の記号番号は平成２年４月頃に払い

出されていることが推認できることからみても、申立人の国民年金加入手続は

この頃に行われたと考えられ、この時点では申立期間の一部は時効により保険

料を納付することができない期間である。 

また、申立人は、申立期間当時、大学生であったと供述しているところ、

20 歳以上の学生については、平成３年３月 31 日まで、国民年金への加入は任

意とされており、前述の申立人の記号番号が払い出されたと推認される時点で

は、制度上、申立人が 20歳に到達した昭和 60年＊月＊日に遡って被保険者資

格を取得することはできないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であ

り、制度上、申立人の母親が保険料を納付することはできなかったものと考え

られる上、申立期間当時、申立人に別の記号番号が払い出されていたことをう

  



かがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人及びその母親が、申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 4694 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年４月１日から平成元年４月１日まで 

申立期間は、Ａ事業所の非常勤職員として勤務したが、厚生年金保険の

被保険者記録が確認できなかった。勤務していたのは間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した申立人に係る辞令書及び申立人が氏名を挙げた同僚の供

述から判断すると、申立人が、申立期間において、Ａ事業所の非常勤職員と

して勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立人が、申立期間以前から申立人と同様に非常勤職員とし

て勤務していたとして氏名を挙げた同僚（申立期間当時 65 歳以上のため、厚

生年金保険は適用除外）の健康保険の被保険者資格の取得日は、平成３年４

月１日となっている。 

また、申立事業所は、「当時の辞令書以外の資料は保存年限を経過している

ため、全て廃棄している。」と回答しており、申立人に係る厚生年金保険料

の控除等について確認することができない。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票には申立人の厚生年金保険被保

険者記録は確認できず、申立期間において健康保険の整理番号に欠番が無い

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 4695 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年１月頃から 35年 12月頃まで 

  年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間の被保険者記録が無いことが分

かった。 

  申立期間のうち、時期は定かではないが１年間ほどＡ社に勤務していた

ことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管するＡ社に係る「Ｃ職名簿」により、申立人が申立期間のうち、

昭和 35 年３月 21 日から同年８月３日までの期間において、同社にＣ職とし

て勤務していたことが確認できる。 

 しかしながら、前述の「Ｃ職名簿」により、申立人と同日付けで同一部署

に採用されたことが確認できる同僚二人の厚生年金保険被保険者資格の取得

日は、昭和 35年 12月１日及び 36年３月１日と記録されている。 

また、前述の同僚のうち、一人は死亡しており、供述を得られないが、一

人は、入社から１年間は厚生年金保険に加入していなかった旨の供述をして

いることから、申立期間当時、Ａ社ではＣ職として採用した従業員を採用と

同時に厚生年金保険に加入させていなかった事情がうかがえる。 

 さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  

  

  

 



九州（熊本）厚生年金 事案 4696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 11月１日から 60年７月１日まで 

② 昭和 60年 10月１日から 61年４月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ事業所に、申立期間②については、Ａ

事業所及びＢ事業所に、いずれも臨時職員として勤務していたにもかかわ

らず、申立期間①及び②に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できな

い。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録並びに申立人及びＡ事業

所を所管するＣ事業所が提出した昭和 60 年度版職員録により、申立人がＡ

事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所となったのは平成元年７月１日であり、申立期間①当時は、適

用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ｃ事業所は、申立期間①当時の厚生年金保険に係る非常勤嘱託職

員の取扱いについては、確認できる資料が無く、非常勤嘱託職員全員を厚

生年金保険に加入させていたかどうかは不明である旨回答しており、当時

の事務担当者は、非常勤嘱託職員の給与から所得税は控除していたが、厚

生年金保険料を控除していたのかどうかは分からない旨供述している。 

さらに、申立人が姓のみを挙げた同僚４人についても、申立期間①当時

Ａ事業所における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者は見当たら

ず、そのうちの１人は、当該期間に、国民年金保険料を納付していること

 

、

 



が確認できる。 

加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録及びＡ事業所が保管する

発令簿により、申立人が同事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、前述のとおり、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所に

なったのは、平成元年７月１日であり、申立人は、同事業所に併設されて

いたＢ事業所にも勤務していたと主張しているものの、申立期間②当時、

同事業所についても厚生年金保険の適用事業所であったことを確認するこ

とができない。 

また、Ａ事業所が適用事業所となった時点（平成元年７月１日）で厚生

年金保険の被保険者資格を取得している同僚のうち、一人の雇用保険の被

保険者記録は、当該時点の数か月前から確認できるものの、当該被保険者

期間について国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  




